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V　現代的資本主義理念とその必然性
これまでのところでは，現代の資本主義経済社会において眺められる二つの経済理念に
いて，その歴史的な成立過程を中心に眺めてきた。古典的資本主義理念と現代的資本主
理念というこれら二つの経済理念は，今日の代表的な経済理念である。前者はユ9世紀後
の産業資本主義ないし市場資本主義の時代において社会の支配的理念となり，今日の社
においても残存する。後者は現代のいわば統制資本主義ともいうべき時代において普遍
の傾向にある。これら二つの理念のより具体的な内容は，伝統的資本主義倫理と出現し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）
つある現代倫理とを対比したカストらの表のうちに明らかである。表における伝統的資
主義倫理はここにいう伝統的資本主義理念に，また表における出現しつつある現代倫理
現代的資本主義理念にそれぞれ照応するとみてよい。
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　　　　　　伝統的資本主義倫理と出現しつつある現代倫理の比較（カストら）
　　　伝統的資本主義倫理　　　　　　　　　　　　　　出現しつつある現代倫理
個人主義のプロテスタント倫理，財産権，お　　　　　　　コミュニティ，グループ参加，責任を強調す
よび自己決定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る社会倫理の成長，ならびに個人の福祉への
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会文化的影響
個人による利己の最大化はより高水準の社会　　　　　　　協働的社会行動の必要
福祉に導く
分業と専門化による効率の：増大　　　　　　　　　　　　　人間的満足の見地からの，専門化の限界の認
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　識
経済的単位としての企業　　　　　　　　　　　　　　　　社会的経済的制度としての企業組織
単一目的としての利潤最大化　　　　　　　　　　　　　主要目的としての利潤。しかしながら社会的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目的の認識の増大。多目的の満足
有効的で効率的な経済的業績の総合的強調　　　　　　　　有効性，効率，および参加者の満足の強調
クローズド・システムとしての企業組織　　　　　　　　　その環境と相互作用するオープン・システム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　としての企業組織
市場と競争的環境に対してのみ反応　　　　　　　　　　　多くのインタレスト・グループと社会勢力に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　反応
政府活動についてのレセ・フェア観　　　　　　　　　　　社会目的への対応に対する政府の役割の認識
自然の利用と支配を求める人類　　　　　　　　　　　　自然との調和しての，ならびにその制約下で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の生活
環境資源の利用による経済成長への強いコミ　　　　　　　成長の限界の認識，および資源保全への動き
ット、メント
科学と技術の無制限な利用。技術についての　　　　　　　科学と技術の限界の認識。技術の適用への統
自由放任と決定論的見解　　　　　　　　　　　　　　　　制の必要性の認識
企業への社会の期待は財と用役の生産に限定　　　　　　　社会は企業に生活の質というより広い問題の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　処理を期待
利潤による企業々績の測定　　　　　　　　　　　　　　　利潤および他の社会業績指標による企業の測
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定
　ところで，既に指摘したように，現代の社会にあってはその経済理念は，古典的経済理
念と現代的経済理念の併存という形をとっているとみてよい。経済理念の多元性が現代社
会の特質であるともいいうるのであって，このことはときに，企業経営者を含めて社会の
ひとびとをジレンマに陥し入れることになる。カストらは，経営理念のかかる併存を米国
　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　2）
社会の場合についてつぎのよっに述べている。
　すなわち，今日，単一の支配的な企業イデオロギーを定義することは不可能である。現
代の社会は倫理的多元主義の社会であり，多元主義は米社会の支配下特質であったのであ
る。かかる倫理的多元主義には多くの構成要素があるが，主要なコンフリクトはカルヴィ
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ン主義のもしくはプロテスタントの倫理とユダヤ・キリスト教倫理との間に存在するよう
にみえる。ファーマーは，カルヴィン主義倫理が1620年から1930年にわたって支配的であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
つたが，1930年以降ユダヤ・キリスト教倫理が優勢となっていることを示唆する。財と用
役の創造者としての企業の役割と生産の効率とを企業が第一次的に強調するところの基盤
が，また企業が活動するところの基盤がレセ・フェアと利潤最大化のイデオロギーとにあ
るという見解を，カルヴィン主義倫理は支持した。他方，ユダヤ・キリスト教倫理は，企
業はより広い社会的責任を有しており利潤最大化のみに関心を抱くべきではないというこ
とを示唆する。ファーマーは，これは米国社会の主要なジレンマであるとみる。
　かかるジレンマへの主要な貢献の一つは，企業の唯一の目的は利潤最大化であるという
伝統的イデオロギー　　それはレセ・フェア概念から生まれ伝統的経済学によって補強さ
れている　　である。企業の支配的な経済理論は企業経営者は利潤最大者として活動する
ということ，および競争市場は社会福祉の実現に向けて作動するということを，その基本
的前提としてとる。
　他方，より最近の見解は，企業は個人的な利潤最大者として行動するのではなくて，む
しろ組織は顧客，仕入先，株主，従業員，組合，政府機関の如き多数の利害関係集団をも
つというものである。かかる見解の下では企業組織は，その資源に対して要求を行うとこ
ろの，ときには協力するが，しばしば対立もする多数のグループからなる。この動的な連
合体の中で活動する経営者は，組織活動へのその協力と参加を得るために，これらの多様
なグループの利益を満足せしめることに努めねばならない。かかる見解は，利潤は企業の
主要な目標の一つであり，組織の長期的生存にとり重要であると主張する。しかしながら
それは，組織への多様な参加者の多くの付加的な目標が存在することを指摘するのであり，
このことは事業家の役割を利潤最大化モデルよりも，よりあいまいにして緊張的なものた
らしめるのである。
　このようなカストらの説明に示される如く，現代の社会においては伝統的な経済理念と
より新しいそれが併存する。かかる併存は今後ともかなりな期間にわたり社会において存
続すると思われるが，社会の経済理念の主流が伝統的な理念からより新しいそれへと移行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）
の傾向にあることは否定しえないと思われる。ペティットもこのことを古典的自由主義
（これはここにいう古典的資本主義理念に照応するとみてよい）と現代的自由主義（これ
は現代的資本主義理念に照応するとみてよい）の対比のうちに明らかにしているのであっ
て，かれの説明を追うならばつぎのようである。
　まず，ペティットは，自由主義の中心的命題が制限なき権力，とりわけ政府の権力への
反対であったこと，また自由主義の基本的概念は最も少なく統治を行う政府が最良のそれ
であるというものであったとともに，かかる概念の基礎をなすものは民主々義，自由，平
等，および個人主義という諸社会価値であったことを挙げつつ，自由主義の目的は17世紀
以来同じままであるものの，その手段は変っており，今日我々は古典的自由主義と現代的
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）自由主義という二種の自由主義をもつことを指摘する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）　かれは，二つの自由主義の違いをつぎのように説明する。
　すなわち，両者は個人と社会の間の関係について異なる見解を有する。古典的自由主義
に従えば，個人と社会は分離しており対照的であって，前者は後者に優先すると考えられ
る。現代的自由主義は，人間の性質を大なる程度に社会環境の産物と考えるのであって，
かくして個人と社会は人間生活という同じ現象の二つの異なった側面であり，一方は他者
なしには存在しえないとされる。されば，古典的自由主義の観点では，個人の行動は決し
て集団の行動によって統制さるべきではなく，また，個人の利益は決して社会の利益に従
属させられるべきではないのである。他方，現代的自由主義の観点では，現代の大衆社会
では個人はその利益の保護と促進のためには集団と組織に依存せねばならず，されば，個
人の利益を社会目的にどの程度従属せしめるべきかという問題は，個人の利益を集団と組
織のそれに従属せしめるという問題であるというよりはむしろ，個人の利益の促進のため
に集団と組織が用いられる程度に関する問題である。
　観点のかかる相違は，経済活動における政府の役割についての見解のうちに最も明瞭で
あ’る。古典的自由主義者は，国防を除いて，なんらの形であれ政府の拡張に反対する。か
れは社会を個人の福祉と対立的なものと考えるため，社会の用具としての政府を限定せん
と求める。かれは個人のイニシアティブと責任を強調する私企業を称讃するのであり，経
済活動への政府干渉を危険にして是認しえぬものと考える。現代的自由主義者は，政府を，
自由主義の今日的経済目標の達成を助ける積極的用具とみなす。かれは私企業に反対はし
ないが，しかしながらそれに古典的自由主義者程には頼らないのであり，必要ならば政府
の経済活動によってそれを補足することを信じるのである。
　二つの自由主義の差異は上記の如くであるが，つぎにべティットは大恐慌後の国の経済
政策の傾向は圧倒的に現代的自由主義の方向に沿っており，現代的自由主義は第2次大戦
後の国家政策の原理的基盤として勝利を納めていること，そして古典的自由主義が依然と
して社会に根強く残っている一方，現代的自由主義が普遍的イデオロギーとなることは不
　　　　　　　　　　　　　7）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　、
可避にみえることを指摘する。かれはかかる不可避性についてつぎのよっにいっ。自由，
平等，正義，および進歩についての伝統的な解釈は，17世紀と18世紀の農業社会で展開さ
れた。それは20世紀の工業生活の現実からますます，乖離しつつある。原理と実践が一致
しないときには，いずれかを変えるか，両者を関連づける新しい方法を展開することが必
要である。われわれは伝統的な原理も，工業的な生活方法も放棄しえない。両者の間のギ
ャップは，実践と両立するような形で原理の意味を再解釈することによって橋渡しされね
ばならない。これがわれわれが直面しているイデオロギー的挑戦であり，現代的自由主義
の進化は挑戦に対処するにあたってわれわれが最もとりそうな方法である，と。
　ペティットの上記の見解が示唆するように，現代の資本主義社会にあっては一方での古
典的資本主義理念の存在にも拘らず，現代的資本主義理念の台頭と普遍化傾向がみられる
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とともに，かかる普遍化傾向はいわば必然的，不可避的なものであるとみてよい。
　ところで，経済理念は社会体制もしくは経済体制と密接な関係にあるのであって，それ
は社会もしくは経済の具体的な制度的形態としての社会体制もしくは経済体制を規定する
とともに，後者によっても規定される。経済理念の推移は経済体制の推移と緊密に関連す
るのであって，本節では最後に，資本主義の移行ないし発展についてペティットの所説を
中心に簡単に眺めたい。
　まず，ペティットは，資本主義の概念についてつぎのようにいう1）最も基本的には資本
主義とは，自由主義なる社会理念における諸価値を促進するために組織された経済システ
ムである。経済がこれらの価値とその関連する目標を促進すべく組織されている限り，経
済システムは用いられる経済制度とかかわりなく資本主義的である。私有財産，利潤動機
市場システム，およびレセ・フェアの如き経済的諸制度は，資本主義の目的に対する手段
に過ぎない。ある歴史的状況で望ましい結果の達成に最も効果的であるような一組の経済
的制度は，他の状況では全く不適当であるかもしれない。特定の経済的制度についていい
うることのすべては，それが特定の段階の資本主義を述べているということである。それ
は決して，一般的システムとしての資本主義を定義するものでない。資本主義の定義は，
それが促進せんとするところの自由なる価値に常に関連づけられねばならない，と。
　そしてペティットは，資本主義とそのイデオロギーたる自由主義の両者は静的というよ
りは動的であること，そして歴史的状況における変化は資本主義の構造と機能に，ならび
に自由主義の意味に変化をひき起すことを指摘するのであるが，かれは資本主義は今日，
かっての市場資本主義から統制資本主義に移行するに到っているとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）
　すなわち，ペティットは資本主義の変形についてのポランニイの「社会保護の理論」お
　　　　　10）
よびザイデルの「私的資本主義の手なづけの理論」をとり上げつつ，資本主義は資本主義
制度の欠陥を除去せんとする民間ならびに政府の行為によって内部から改革されてきた結
果，純粋資本主義から混合経済に進化したことを指摘する。そして今日の資本主義は統制
資本主義　　それは私有財産と自由企業は存在するが，失業の阻止と経済成長，保障，お
よび平等の促進とのために国家および種々の民間機関により統制が行使されるところのシ
ステムを含意する　　と呼びうるとみるのであって，かかる統制資本主義の制度的特質と
　　　　　　　　　　　　　　　　11）　　　　　　　12）
してションフィールドの挙げるそれを示している。ちなみに，ションフィールドの挙げる
特質とは，（1）政府の演じる重要な役割（例えば，中央銀行による銀行制度の統制，公企業
の使用），（2）社会福祉の重視（教育と年金への支出，等），（3）市場の暴力が手なづけられて
きたこと（競争の規制と統制，企業と政府のより長期的な協力，等），（4）1人当り実質所
得の増大の当然視，（5）長期的国家計画の増大といったものである。
　かくの如くペティットは，資本主義は資本主義経済理念の変化に照応して推移するので
あり，現代社会では資本主義は市場資本主義から統制資本主義に変化するに到っているこ
とを示している。かれの所説に明らかな如く，資本主義は動的であり，時代とともに変化
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）
するのであって，デイヴィスらも，資本主義の発展段階を図のように示している。かれら
に従い図について簡単に説明するならば，まず前資本主義は，私有財産を認識する一方で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利潤を理念的に受け入れなかったの
　　資本主義の諸段階（デイヴィスら）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　であり，多くの場合，個々の企業の
1960年代から現在
1930年代から現在
1915年から現在
1890年代から1930年代
1750年代から1920年代
1500年から1800年
1500年以前
レスポンシブ資本主義
社会の挑戦に反応的な企業
　　　統制資本主義
企業についての広範な企業規制
　経営者資本主義
専門経営者による会社支配
　　　金融資本主義
企業への金融的支配；不在所有者
　　　産業資本主義
自由市場；レセ・フェア；私有財産
　　重商主義資本主義
企業と商業への政府の支援と規制
　　前資本主義
企業と利潤追求とへの規制
自由に厳しい制限を課した。重商主
義資本主義は，強力な中央政府によ
る厳格な統制の枠組内で設定される
商業活動に第一次的に私有財産を用
いることを特徴とした。反対に産業
資本主義は事業における個人のイニ
シャティブの自由，国家による不干
渉，および工業生産への私有財産の
使用を強調した。金融資本主義は，
所有経営者によるよりもむしろ，金
融的利益と不在所有権による私有財
産と生産手段の支配を含意する。経
営者資本主義は，会社とその株主との
利益を代表する専門経営者によって行
使される強い企業支配を含意する。
統制資本主義は，政府がより直接か
つ広範に企業規制に踏みこんだ1930
年代に顕著となった。最後に，レスポンシブ資本主義は，新しい社会的挑戦に応答せんと・
する企業の創造的な試みを表わしている。なお，上記の資本主義の諸段階は互に重なり合
　　　　14）
っている。
　要するに，社会の普遍的経済理念におけると同様に資本主義もまた動的であるとともに，
資本主義の変化の動向は社会の普遍的経済理念の動向と密接に係わりあうのである。
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V　現代的資本主義理念の普遍性
　これまでのところでは，古典的資本主義理念と現代的資本主義理念という二つの経済理
念についてその展開を歴史的に眺めた。また，社会の支配的経済理念が古典的資本主義理
念から現代的資本主義理念へと移行する傾向にあり，いずれ現代の社会にあっては現代的
資本主義理念が支配的理念となるであろうということを明らかにした。
　ところで，ここで論じてきたことは，既にみてきたように，直接には欧米社会に関連し
ている。それではこれまでの検討結果は，わが国や東南アジア諸国といった非欧米社会の
場合にどの程度に妥当するであろうか。本節ではこの点について，簡単に触れることにし
たい。
　さて，結論的にいえば，経営理念の歴史的展開に関して眺めてきたことは，欧米社会以
外の社会には必ずしも妥当しないと思われる。しかしながらヂ古典的資本主義理念から現
代的資本主義理念への社会の支配理念の移行傾向，とりわけ現代的資本主義理念の支配理
念化の必然性は，わが国に対しては全面的に，そして，資本主義体制をとる東南アジア諸
国に対してもある程度は妥当すると思われる。
　すなわち，わが国の場合についていえば，少なからず国家による産業育成の下で工業化
への道を歩んできたわが国において古典的資本主義理念が第2次大戦前にその典型的な形
で成立をみるに到らなかったことは，否定しえない。たしかに，倹約主義や勤勉性が伝統
的に社会の普遍的価値として存在してきたことは明らかである。例えば，徳川時代の社会
慣習は武士階級の質素を旨とする倫理に強く影響されてきたし，19世紀の工業化への要請
　　　　　　　　　　　　　　　　　1）
は満足感の延期を美徳たらしめてきた。しかしながら，自由放任的な政府観利潤最大化
としての企業目的品等といったものが第2次大戦前にどの程度社会理念として定着して
いたかは疑わしいのである。このように，わが国においては，第2次大戦前には古典的資
本主義理念は必ずしも完全な形では存在してこなかったと思われる。また，現代的資本主
義理念が米国におけると同様の歴史的段階を経て展開されてきたともいいえない。むしろ，
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第2次大戦後になって古典的資本主義理念に類するものと，現代的資本主義理念に類する
ものとが併存的に登場するに到ったと考えられるのである。
　そうはいっても，わが国の場合，現代的資本主義理念が社会の経済理念として有力にな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）
りつつあることは否定しえないと思われる。いわゆる脱工業化社会の段階に達しつつある
わが国社会は，欧米の先進資本主義社会と多くの面で類似性を有するに到っているのであり，
欧米におけると同様に，現代的資本主義理念が社会の支配的理念として必然的，不可避的
に登場しつつあるといえよう。
　つぎに，東南アジアの資本主義諸国における現代的資本主義理念の適用可能性について
いえば，東南アジアでは多くの国が工業化初期の段階にあるに過ぎない。しかしながら，
東南アジア諸国にあっては，一方での伝統的な社会価値ないし社会理念の存続にも拘わらず，
近代化，工業化への社会的願望が強くみられる。この点について更にいえば，ミュルダー
3）
ルは南アジア諸国に存在するさまざまな価値判断の中から，近代化に向う新しい価値判断
を選び出し，それを近代化理念と呼んでいる。かかる近代化理念の内容は，つぎのようで
　　4）
ある。
　A．合理性
　B．発展と発展のための計画化
　C．生産性の上昇
　D．生活水準の上昇
　E．社会的・経済的平等化
　F．制度および態度の改善（この場合，態度には以下のものが含まれる。（1）能率，（2）勤
勉，（3）規律正しさ，（3）時間の正しさ，（5）節倹，（6）徹底した正直さ，（7）行動方針決定におけ
る合理性，（8）変化を受け入れる心構え，（9）変化する世界に生ずる機会に対する鋭敏な感覚，
（10）精力的企業心，（11）独立自尊心，（12）協調性，（13）長期的観点を受け入れる態度。
　G．国民的統合
　H．民族独立
　1．政治的民主々義
　J．草の根民主轟々（非集権化，民主的計画化）
　K．社会規律対「民主的計画化」（社会的規律の履行の必要性）
　L．補論的価値前提
　かかる近代化理念に基づいて東南アジアの国々は工業化を指向しているのであるが，工
業化はいわゆる集中仮説が示すように，いずれはこれらの国々を先進工業国と多少なりとも類
似の状況に導くと思われる。デイヴィスらは，集中仮説（convergence　hypothesis）につ
　　　　　　、　　　、5）
いてつぎのよっにいっ。集中仮説では，諸社会が工業化する程，それらは必然的に類似性
へと向って引き寄せられる。合理性，責任，長期計画というような工業化に固有の要素が
存在しており，これらの要素はある程度の文化的適応を要請する。それらはもし工業化が
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成功的であらんとするならば，集中を必要たらしめる。集中理論の例は訓練を受けた職業
ないしは専門的経営者へと向う傾向である。国々が工業化されるとき，国々はその初めの
実践とは関係なく，専門的経営者を強調する傾向にある。なぜならば，社会経済的資源の
効果的運用のためには有能で資格を有する専門経営者が必要であると判明するからである1
と。かくして，東南アジアの資本主義国にあっては工業化の進展に伴い，現代的資本主義
理念がいずれは社会の経済理念として台頭するに到ると思われるのである。
　（注）
（1）Bradey　M．　Richardson　and　Taizo　Ueda　ed．，　Business　and　Society　in　Japan：Fundamentals
　for　Businessmen，1981（中村元一監訳「ジャパン・ビジネスと社会」，昭和57年），　Chap．9．
（2）これについては，Daniel　Bell，　The　Coming　of　Post－Industrial　Society，1973に詳しい。
（3）Gunnar　Myrdal，　Asian　Drama：An　Inquiry　into　the　Poverty　of　Nations（A　Condensation　by
　Seth　S．　King），1971（板垣與一監訳「アジアのドラマ，上・下」，昭和49年）．
（4）同訳書，43～53頁。
（5）KDavis　et　a1。，　oP，　cit．，　P．520．なお集中仮説については，　Frederick　H：arbison　and　Charles　A．
　Myers，　Management　in　Industrial　World，1959に詳しい。
